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大東和 武司

国際ビジネス研究の潮流を見る指標としてい
くつか考えられるが，ひとつには関連学会の動
向を通じて測ることができるだろう。日本の関
連学会のひとつに国際ビジネス研究学会がある。

直近でいえば，2016 年 10 月 22 日・23 日大
阪商業大学で全国大会が開催され，統一論題は

「中国とこれからの企業経営」であった。「中国」
は 2002 年にも統一論題のテーマに取り上げられ
たが，当時と比べると，中国の世界経済におけ
るポジションも経営環境も大きく変化している。
GDP 総額はこの間に約 5.7 倍増加し世界第２位
の経済大国になったし，在中日系企業も約 3.5
倍と増加し世界のなかで最も多くの現地法人が
存在する国となった。他方で，人件費
の高騰や中国経済そのものの前途
への不安の広がりなどもあり，
日系企業においても中国事業
の再編や撤退の動きが伝えら
れている。こうした背景をふ
まえてのテーマ設定であった。

22 日，研究者から白木三秀
（学会会長・早稲田大学），安室憲
一（前会長・大阪商業大学），小田部
正明（AIB 会長・テンプル大学）の３氏，実務
者から光安俊二（大金中国投資有限公司 )，山
崎俊二（ハイアール・アジアグループ地域本社）
の２氏の報告・講演があり，そののち新宅純二
郎（副会長・東京大学）の司会のもとパネルディ
スカッションがあった。

このときの議論を，誤解を恐れず大胆に要約・
補足すれば，次のようにまとめられる。

2015 年世界名目 GDP は総計 73,4964.1 億 US
ドル，第１位米国 24.5%，第 2 位中国 15.2％，
第 ３ 位 日 本 5.6 ％ で あ っ た（IMF - World 
Economic Outlook Databases） が，1820 年 に
は中国が第１位で 32.9%，第２位インド 16％を
占めていた（Maddison, Angus；1995・2001）

といわれる。中国は 200 年を経て，国際社会に
おける重要度を再現しつつある。

いうまでもないが，19 世紀と 21 世紀とでは
種々状況も異なる。何よりアクターとしての企
業の役割が異なる。規模，ネットワーク，コン
トロール性の拡がり，深さなど，企業の国際社
会での存在感は今日きわめて大きい。多様な出
自企業があるなか，中国系企業にはしたたかさ
がある。得意，不得意ではなく，自らがしたい
こと，やりたいことを目指し，実現させている。
そのしたたかさは，中国国内と国外を分ければ，
本国ではホームアドバンテージを，国外では
M&A（買収・合併）・提携の活用を，などに現

れている。
中国系企業のホームアドバン
テージには政府のバックアップ
もある。例えば，中国系企業
は増資が容易であり，認可を
受ければ株価アップとなり，
資金調達が進む。このスピー

ドは外資系企業には難しい。中
国系と外資系との投資コストの差

ともなる。このハンディを外資系が克
服するにはコモディティでない分野・製品に展
開するしかない。また，英国の経済史家である
マディソンが重要視した経済力の源泉としての
人口数も，規模感の違いをもたらす。中国は 13
億人，山東省の１億人だけで日本とほぼ同規模
である。数字感覚の違いは製品企画台数にも影
響する。コモディティであれば，規模の経済の
観点からもとりわけ影響が大きい。製品寿命が
短くなり法的保護がほとんど機能しなくなって
いる今日，国際的地域的標準化と流通能力（大
量生産・大量流通）の差が，競争優位性に大き
な影響をもたらしている。

中国系企業は，グリーンフィールド（新規
投資）は少なく，国内で得た利益を源泉とし
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た M&A が圧倒的に大きい。M&A 先の経営資
源を手に入れて中国国内で生かす。あるいは
また途上国へ移転する。ただ，先進国企業に
技術・マネジメントなど経営資源を移転する優
位性はまだない。技術関連を付け加えれば，
2015 年米国特許取得数ベスト 30（IFI Patent 
Intelligence 調査）のうち，日系企業 10 社，米
系企業 12 社であるが，中国系企業はゼロであ
る。また，R&D 支出の GDP に対する割合をみ
ると１），日本 3.588%（2014 年），米国 2.742％

（2013 年），中国 2.047％（2014 年）となっている。
ちなみに，OECD 諸国の平均は 2.377％である。
この数字は次の指摘につながるのではないか。

日系企業は，特許数等をみても技術は持って
いる。それを活かし積み上げ漸進的に成長して
きた。ただ，本社と子会社の意思疎通，現地マ
ネージャーと世界本社（WHQ）とのコミュニ
ケーション，インテグレーションはできている
のか。考え方の伝達など WHQ としての役割を
果たしているのだろうか。経営理念が伝わらな
ければ現地子会社経営者を交代させているとこ
ろもあるが，現地子会社経営者をボトムアップ
で育てるのか，ヘッドハンティングするのかは
難しい問題である。しかし，逆出向なども活用
し乗り越えなければならない。販売の世界でい
えば現地の人がものすごい能力を発揮するが，
技術・生産などの分野は誰に任せるのかはノ
ウハウの移転もかかわり難しい。現地子会社は

「働かない」の一言で片付けて，ノウハウ移転を
どのようにしてやるのかという視点が不足して
いる場合はないだろうか。そうであれば，ノウ
ハウ移転を植えつけようとしていないこととな
る。日系企業には，市場を獲得していくという
グローバリゼーションと，ノウハウ移転してい
くというグローバリゼーションの峻別が必要か
もしれない。

中国系企業には，顧客創造のイノベーション

につながる知識への感知能力がある。それが
M&A の活用であり，R&D 支出でも類推でき
る。加えて，効率化する部分は横串で標準化を，
顧客創造部分は各子会社で，と本社がプラット
フォームの役割を果たし顧客創造へと機能して
いる企業もみられる。しかし，まだまだ成長段
階で，保有資産全体を充分に構築・活用できる
のかという課題は残る。株式市場がしっかりし
てくると，短期的投資収益率を重視する方向と
もなる。となれば，M&A による固定費上昇は
損益分岐点を高くし，中国系企業が困る事態を
まねく可能性はある。

直接投資は，先進国，新興国を問わず各国
企業で進展している。国際展開が放射状から網
状へと進むにつれて，企業内国際分業体制は深
まっていく。これは，国境の点線化と相まって
実行可能性を増す。他方，貿易を見ると，米国
然り，競争力のある部分は開放的に，他の部分
は閉鎖的にという実線化傾向への動きが見られ
る。加えて，国内格差の拡大，移民・難民問題
などの顕在化は，内向き志向を強め，国境を点
線化から再び実線化へと進める要因となってい
る。「国家」への回帰は各国で進んできている。

しかしながら，地球規模となった市場経済か
ら利益を得てきた国は，ただ乗りでなく，国際
社会の制度への費用負担も考えなければならな
いだろう。渋沢栄一の言葉に従えば，「（国際）
社会の恩恵にあずかるだけでなく，（国際）社
会の恩恵に報いることも大切になっている」。こ
の課題への規律化は如何に。米国のビジネスス
クールで「経済格差に問題意識を持つリーダー
の育成」が言われるのもこの流れであろう。

［注］
１）https://data.oecd.org/rd/gross-domestic-spending-

on-r-d.htm
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